
平　成　20　年　度

- 予 算 規 模 等 数 値 関 係 編 -

平 成 ２ ０ 年 ２ 月

京 丹 後 市

京丹後市一般会計当初予算の概要



◆　骨格型予算の編成

　平成２０年４月２７日に市長・市議会議員選挙が実施されるため政策的な事業、

新規事業（制度的な事業、緊急的な事業を除く) を除いた骨格型の予算として調

製し、選挙後の６月定例会における補正予算で肉付け計上する。

◆　各種計画との整合

　総合計画（実施計画) 、行財政改革推進計画（集中改革プラン) 及び財政計画

との整合性を図りつつ、引き続き「持続可能な財政構造」の構築を目指す。

◆　財政健全化法（健全化判断比率他）への対応

　２０年度決算から健全化判断比率（①実質赤字比率､②連結実質赤字比率

③実質公債費比率、④将来負担比率）のいずれかが早期健全化基準を超え

た場合は、「財政健全化計画」の策定が義務付けられるため、当初予算編成

　平成２０年度一般会計当初予算フレーム

　予算の編成方針

の段階から各種比率の抑制に留意した予算編成としたもの。

２０年４月に市長・市議会議員選挙を控えた骨格型予算・新体制で６月補正予算で肉付け
～福祉・教育・安全安心に係る住民生活関連経費は、当初予算で計上～

　●平成２０年度一般会計当初予算　　２８３億３,０００万円（対前年△１.７％）
　　　　　　　　骨格型予算編成のため京丹後市発足以来、最も小さな予算規模
　　　　　　　　　※公的資金の補償金免除借換債（１億７,１４０万円）の実施により、
　　　　　　　　　　　実質的な予算対比は△２.３％
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※平成16年度は、合併による旧町打切分を含む

　●平成２０年度末市債残高見込　４１２億９,６９６万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（対１９年度末　△１５億２,８６９万円、△３.６％）

　　　　　➭京丹後市発足以来、５年連続で市債残高が減少
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜合併時の残高と比べ　△54億9,757万円、△11.7％＞
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　　当初予算の規模

２８３億３,０００万円（⑲　２８８億３,０００万円） △５億円

※前年度比　△１.７％ 〔 ⑳地方財政計画　０.３％増 〕 


２０９億４,２３０万円（⑲　２４２億８,９６０万円） ※前年度比   　△１３.８％ １４会計

  ８３億８,９２４万円（⑲　  ７６億６,９１８万円） ※前年度比　　 ９.４％ 　２会計

５７６億６,１５４万円（⑲　６０７億８,８７８万円） ※前年度比　　 △５.１％

　　主な歳入のポイント（一般会計）

(1) ５７億４,０１４万円（⑲　５９億１,９１４万円）　△１億７,９００万円

前年度比　△３.０％ 〔 ⑳地方財政計画（市町村分）　０.５％増 〕

・市民個人税　　 １９億８,４５１万円  （⑲　２２億５３４万円) 　△２億２,０８３万円

・市民法人税　　   ３億８,８３４万円  （⑲　３億８,６６７万円) 　１６７万円増

・固定資産税　  ２４億８,５０９万円　（⑲ ２４億３,０１５万円) 　５,４９４万円増

・市たばこ税　     ６億７,０００万円　（⑲  ６億８,０００万円) 　△１,０００万円

(2) １１７億円（⑲　１１５億円）　２億円増

前年度比　１.７％増 〔 ⑳地方財政計画　１.３％増、地方再生対策費分が2.6%引上 〕

本市の地方再生対策費算定分　3億3,900万円

※臨時財政対策債を含めた場合

１２５億５,０００万円（⑲　１２４億円) 　１億５,０００万円増

前年度比　１.２％増 〔 ⑳地方財政計画　２.３％増 〕

(3) ３４億５,６５０万円（⑲　３５億２,８７０万円）　△７,２２０万円

前年度比　△２.０％ 〔 ⑳地方財政計画　△０.５％ 〕

※公的資金繰上償還借換債1億7,140万円を含んでいるため、これを除くと32億8,510万円となり

　　実質的には、対前年度△2億4,360万円、△6.9%

※うち　臨時財政対策債　８億５,０００万円（⑲　９億円）　△５,０００万円　△５.６％

〔 ⑳地方財政計画（市町村分) 　△６.３％ 〕

⇒　地方債依存度　１２.２％（⑲　１２.２％） 　〔 ⑳地方財政計画　１１.５％ 〕

⇒　プライマリーバランス　２２億２,６３７万円黒字　（歳入額－市債発行額）－（歳出額－公債費）

⇒　年度末市債残高見込額　４１２億９,６９６万円（⑲　４２８億２,５６５万円）　△３.６％　

　　 住民１人当たりの市債額（一般会計）　65.4万円（⑲ 67.0万円、⑱ 68.1万円）

⑳　63,171人　　⑲　63,933人　 　⑱  64,733人

※全会計の市債残高　８１０億１,６４０万円（⑲　７９９億６,６８１万円）　１.３％増

　　 住民１人当たりの市債額（全会計）　128.2万円（⑲ 125.1万円、⑱　122.1万円）

市 債

特 別 会 計

企 業 会 計

計

一 般 会 計

　当初予算の規模等

市 税

地 方 交 付 税
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　　主な歳出のポイント（一般会計）

(1) ６３億２,３６８万円（⑲　６５億５,１１６万円）　△２億２,７４８万円

前年度比　△３.５％

５７億９,４７１万円（⑲　６０億１８８万円）　△３.５％　　〔 ⑳地方財政計画　△１.４％〕

※職員数（一般会計）　７５５人（⑲　７９６人）　△４１人、△５.２％　　

※20年4月より給与構造改革の導入

６,９０６万円（⑲　６,１１７万円）　１２.９％増

１億７,３２６万円（⑲　１億９,３６５万円）　△１０.５％

※議員定数　２４人（⑲　３０人）　△６人、△２０.０％　　※議員定数は改選後数値

２億８,６６６万円（⑲　２億９,４４６万円）　△２.６％

(2) ３２億９,０８３万円（⑲　３８億６,０７８万円）　△５億６,９９５万円

前年度比　　△１４.８％ 　〔 ⑳地方財政計画　△２.７％ 〕

○普通建設事業費 ３２億９,０８３万円（⑲　３８億６,０７８万円）　△５億６,９９５万円

前年度比　　△１４.８％

○災害復旧費 ０万円（⑲　０万円）　

(3) ７８億８,０３９万円（⑲　７５億４,６３７万円）　３億３,４０２万円増

（扶助費を除く） 前年度比　４.４％増　　〔⑳地方財政計画　１.４％増、地方再生対策分を含むと２.９％増 〕

◆主なもの

○物件費 ４５億１,８８６万円（⑲　４５億７,３４６万円）　△５,４６０万円

前年度比　　△１.２％

○補助費等 ３０億７,０９２万円（⑲　２５億４１５万円）　５億６,６７７万円増

前年度比　２２.６％増

※後期高齢者医療広域連合への負担金 が大きく増加

５億５,５８７万円（⑲　0万円) 　５億５,５８７万円増

※病院事業への補助金（繰出金) が増加

７億５,０００万円（⑲　７億円) 　５,０００万円増

・うち補助金の見直し １１億３,２８２万円（⑲　１１億８,５２７万円）　△５,２４５万円

前年度比　　△４.４％ ※【20年度行革目標額　11億5,200万円】

※補助金検討会議により、190件の補助金を見直し

※前年度当初との比較では、既存補助金を9,790万円削減し、新規補助金を4,545万円計上

○投資及び出資金 ２億４,５８０万円（⑲　２億４,０００万円）　５８０万円増

※公営企業金融公庫廃止に伴う「地方公営企業等金融機構」の設立出資金の増

投 資 的 経 費

 ※骨格型の予算編成であり政策的な事業、新規事業は抑制しているが、前年度からの継続事業等については計上

　　・ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ整備事業（実施設計費）    　6,600万円 　 　　・(仮称) 丹後保育所整備事業　       5億3,292万円
　　・地域ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用推進事業　　　　　　　　　　　　1,816万円　    　・河辺西部農村振興総合整備事業       4,064万円
　　・地域水産物供給基盤整備事業（浜詰漁港）   1億1,003万円        ・北部産業活性化拠点施設整備事業    4,375万円
　　・道路新設改良事業（継続分) 　　                 5億9,012万円　　  　・防災行政無線整備事業               5億5,337万円
　  ・網野中学校管理棟改築事業　　　                  　7,084万円　      ・(仮称) 丹後幼稚園整備事業　     　1億6,901万円

一 般 行 政 経 費

○市長等

○議員

人 件 費

○その他委員

○職員給与　　　
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(4) ２９億７,０８４万円（⑲　２７億１０８万円）　２億６,９７６万円増
前年度比　１０.０％増

・生活保護費支給事業　５億９５４万円（⑲　４億１,５３６万円）　９,４１８万円増

前年度比　２２.７％増

・障害福祉サービス事業　９億４,１５４万円（⑲　８億４,５９４万円）　９,５６０万円増

前年度比　１１.３％増

※障害福祉サービス介護給付・訓練等給付費などに新規メニューが加わり大きな伸び。

・障害者地域生活支援事業　１億３,２２７万円（⑲　１億１,３９８万円）　１,８２９万円増

前年度比　１６.０％増

・重度心身障害老人健康管理事業　１億１,１６０万円（⑲　９,４２５万円） １,７３５万円増

前年度比　１８.４％増

・子ども医療事業　１億４,１６７万円（⑲　１億４,０７０万円） ９７万円増

前年度比　０.７％増

(5) １億９,３１８万円（⑲　１億８,８２９万円）　４８９万円増
前年度比　２.６％増　　　〔 ⑳地方財政計画　△０.９％ 〕

(6) １９億８,７２２万円（⑲　２５億９,１７６万円）　△６億４５４万円
前年度比　△２３.３％　　 〔 ⑳地方財政計画　△３.３％ 〕

※公共下水道会計において、資本費平準化債を活用し一般会計からの繰出金を抑制

5億円（⑲　6億166万円) 　△1億166万円

※老人保健事業特別会計から後期高齢者医療事業特別会計へ制度移行による減

6,197万円（⑲　5億4,668万円) 　△4億8,471万円

(7) ５６億８,３８７万円（⑲　５３億９,０５６万円）　２億９,３３１万円増
前年度比　５.４％増　　 〔 ⑳地方財政計画　１.７％増 〕

　　公的資金の繰上償還等の実施

　公債費負担軽減措置として、平成１９年度から３年間で高利公的資金（財政融資資金・簡保資金等）

の繰上償還・低利借換を補償金免除で行うことができる制度を活用し、後年度の公債費負担を軽減する。

平成２０年度繰上償還額　　　１億８,５８１万円（昭和58年～平成2年借入・利率6.05%～7.10%)

 　うち、低利借換　1億７,１４０万円(1.5%～1.8%想定) 

⇒平成２０年度繰上償還(借換債発行) による利子軽減額　　２，１７９万円の財政効果

※高金利公的資金の低利借換（1億7,140万円）を実施するため、
　 実質的な公債費は55億1,247万円となり前年比2.3％増となっている。

繰 出 金

公 債 費

扶 助 費

※障害者自立支援法に基づき相談支援・移動支援・日中一時支援・福祉ﾀｸｼｰ・日常生活用具給付・
　　地域活動ｾﾝﾀｰ事業等が大幅に増加

維 持 補 修 費
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　　臨時的な財源確保対策

○ （⑲　７億６,０００万円）

○ （⑲ 　１億２,０００万円）

○ （⑲ 　２億９,３４０万円）

（⑲　１１億７,３４０万円）

※予算編成時において、未確定歳入の代替財源として計上、年度内で復元努力

　　 住民１人当たりの基金額（一般会計）　3.5万円（⑲ 5.3万円、⑱6.9万円）

　　京丹後市発足以来５年連続で市債残高が減少

⇒　後年度の財政負担を考慮し、市債借入抑制、繰上償還の実施により地方債残高の減少に努めた。

  ２億７,１７０万円

財 政 調 整 基 金 の 取 り 崩 し

減 債 基 金 の 取 り 崩 し

９億５,０００万円　

　一般会計の市債残高は、平成２０年度末で４１２億９,６９６万円と見込んでおり、平成１９年度末市債残
高見込みと比較し、△１５億２,８６９万円（△３.６％）となり、京丹後市発足以来５年連続の減少となる。

０万円　

１２億２,１７０万円計

◆基金残高の推移（一般会計) 　　　

　　15年度末残高（合併時） 27億5,608万円⇒16年度末残高 30億5,707万円⇒17年度末残高 38億5,375万円

　　18年度末残高 44億5,856万円⇒19年度末残高見込 34億750万円⇒20年度末残高見込 22億422万円

その他特定目的基金の取り崩し

市債残高

467.9 467.7
455.3

440.7
428.3

413.0

380
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440

460

480

Ｈ１５年度末 Ｈ１６年度末 Ｈ１７年度末 Ｈ１８年度末 Ｈ１９年度末見込 Ｈ２０年度末見込

億円

（合併時）

　　京丹後市発足時と比べ54.9億円、△11.7％の大幅減
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